
健康医療学部紀要　第 1巻2016 年 3 月 31 日 1

【総　説】

コミュニケーション障害の疫学： 

音声言語・聴覚障害の有病率と障害児者数の推定

苅安　誠＊1，＊2，外山　稔＊１，＊3，松平　登志正＊1

＊1 京都学園大学　健康医療学部　言語聴覚学科，＊2 鹿児島徳洲会病院　医局（音声言語専門外来） 
＊3 金沢大学大学院　医薬保健学総合研究科

Epidemiology of Communication Disorders ‒ Prevalence and Estimates  
of the Number of Speech-Language-Hearing Disabled

Makoto KARIYASU＊1，＊2，Minoru TOYAMA＊1，＊3，Toshimasa MATSUHIRA＊1
＊1 Department of Speech-Language-Hearing Sciences and Disorders, Faculty of Health Sciences, Kyoto Gakuen University

＊2 Medical Corporation, Kagoshima Tokushukai Hospital
＊3 Division of Health Sciences, Graduate School of Medical Sciences, Kanazawa University

Abstract
Communication disorders have a variety of etiologies, and the number of persons with defec-

tive speech-language and hearing is needed to provide the demand-supply models and quality edu-
cation for speech and hearing specialists. In this paper, the prevalence and the estimated number 
of persons with speech-language and hearing disorders in the world and in Japan are reviewed, 
then the estimated number of communication disabled in Japan is reported. The total estimated 
number of communication disabled in million is 29.0, composed of 0.7 for stuttering, 1.2 for language 
disorders, 7.5 for voice disorders, 18.7 for hearing disorders, and 0.8 for speech-articulation disor-
ders, including “mild” cases.
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Ⅰ　緒　　　言

　言語は，ヒトが出来事や意思を的確に理解・表現
して，社会生活を営むために進化してきた．現代人
は，機器を用いた通信も含めて，音声言語と文字言
語を用いたコミュニケーションにより，日常生活と
学業・就業を円滑に進めている．言語によるコミュ
ニケーションは，脳・知能と身体の成長と発達に伴
う言語の獲得により，正常に機能する．一方，言語

能力や音声・聴覚機能が低下すると，言語によるコ
ミュニケーションは阻害される．
　音声言語障害と聴覚障害は，多様な疾患や状態に
よって起こりうる．そのため，体系的な調査は難し
く，疫学データ（発症率・有病率と患者数）の報告
は限られている．言語聴覚療法の対象となる障害児
者数を知ることは，音声言語・聴覚障害の診療と社
会的取り組みにおいて，次の意義がある：①重点領
域について臨床家（言語聴覚士）のスキルの向上を
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はかることができる，②臨床家の育成にあたり十分
な教育内容を配分することができる，③臨床現場に
必要なセラピストの需要供給と適正配置を考えるこ
とができる．
　本稿では，コミュニケーション障害の疫学，特に
音声言語障害と聴覚障害の有病率と障害児者数につ
いて，欧米を中心とした世界と日本の調査報告の文
献資料を整理した上で，音声言語障害や聴覚障害の
原因となる疾患・状態と日本の年代別人口や疾患の
統計を参考に，日本でのコミュニケーション障害児
者数の推計を報告する．

Ⅱ　音声言語・聴覚障害の分類と推定の方法

　音声言語障害と聴覚障害は，表 1のように分類さ
れる．音声言語障害は，発声発語障害と言語障害と
に大別される．発声発語障害には，声の異常を主体
とした音声障害（発声障害），共鳴を含む発音の異
常を主体とした構音障害，流暢性の異常を主体とし
た吃音症，が含まれる．言語障害には，言語の諸側
面の低下である失語症，認知機能低下に伴う言語障
害，発達の遅れに伴う言語発達障害が含まれる．聴
覚障害は，先天性難聴と後天性難聴とに大別できる
1）．語音障害は，精神医学領域の診断分類（DSM）
が採用している用語で，小児の構音障害を一括する．
語音障害は，近年，音声言語障害領域でも使われる
ようになっているが2），DSMは後天性の障害，言語
障害や聴覚障害に関して，適切に分類されていない
という指摘もある 3）．
　障害とは，一定期間，身体・生活機能が十分に実
現できないことであり，一過性の機能不全（例えば，
脳卒中発症時の発話困難）は除外される．音声言語・
聴覚機能は，身体（発声発語器官・聴覚器官・脳神
経系）の成長と発達によって，獲得・成熟・老化の

過程を辿る．一般に，障害は，先天性・発達性，後
天性・中途障害，老人性に区分できる4）．ライフ・ス
テージ別の代表的な障害を表 2に示す．ここでは，
各年代で代表的な原因と障害だけを記しているが，
発達性の場合は新生児・幼児期～学童・青年期だけ
ではなく成人・老年期も含め，音声言語・聴覚障害
が継続するため，障害児者数は加算される．中途障
害では，好発年齢を元に，生命予後を勘案して障害
児者数の推計を行うことになる．
　障害児者数は，年代別人口，原因となる疾患や状
態のよく起こる年代や性別，疾患に伴って障害が起
こる（顕在化・慢性化）割合から推定する．脳卒中
（脳血管疾患），癌，神経難病といった疾患は，日本
国内で登録される患者数をベースに，診療データで
の障害の割合を参考に，障害児者数を推定できる．

Ⅲ　世界と日本の疫学調査，先行研究における 
障害児者数の推計

１．発声発語障害・聴覚障害の疫学調査
　音声言語障害の有病率と障害児者数は，米国国立
衛生研究所（NIH）が次のように記している5）：米国
国民の約7,500,000人が，声の問題（発声困難）を抱
えている．語音障害は，幼児の8～9％で，うち5％
の子どもが就学までに周囲が分かるほどの語音障害
を持っている．語音障害の多くは原因不明である．
米国では30,000人以上の吃音児者がいる（就学時で
約 1％，成人で 1％未満）．米国国民の 6,000,000 ～
8,000,000 人に言語障害がある．失語症は毎年80,000
人が発症し，合計約 1,000,000 人が生活している．
　2012 年の National Center for Health Statistics 6）

によると，米国の人口の17％に音声言語・聴覚障害
があり，うち 11％が聴覚障害，6％が音声言語（発
声・構音・吃音・言語）障害と推定されている．聴

表1．音声言語・聴覚障害の分類
音声言語・聴覚障害領域 音声（発声発語）障害 言語障害 聴覚障害

音声（発声）障害（器質性・機能性・
心原性，無喉頭）
構音障害（器質性・運動性dysarthria・
機能性・言語性・感覚性）
音韻障害
発語失行症

言語発達遅滞
特異的言語障害
失語症
認知機能低下に伴う言語障害
読み書き障害

先天性難聴
後天性難聴

精神医学領域 語音障害 言語障害 該当なし
小児期発症流暢障害（吃音）
発話症状を伴う転換性障害（機能性神
経症状症）

社会的（語用論的）コミュニケーショ
ン障害
自閉症スペクトラム障害
注意欠陥多動障害
精神発達遅滞
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覚障害は，18 歳までが 1‒2％，75 歳以上で 32％と
推計された．2012 年の National Health Interview 
Survey 7）では，3～17歳の子ども（非成人）で過去
12 ヶ月にコミュニケーション障害があったかとい
う質問への電話回答を得た．全体の 7.7％にコミュ
ニケーション障害がみられ，内訳は，話し言葉の問
題5.0％，言語の問題3.3％，声の問題1.4％，嚥下の
問題 0.9％であった．年齢区分別の割合は，3～ 10
歳では話し言葉の問題 41％，言語の問題 13％，声
の問題 6％，複数の問題 34％，11 ～ 17 歳では話し
言葉の問題24％，言語の問題23％，声の問題12％，
複数の問題 25％であった．
　1968～1969年には，National Speech and Hearing 
Survey 8）が行われた．検査機器・道具・防音室と専
門家を乗せたキャラバンでの全国調査を行い，小中
学生 38,802 人（男 19,973 人，女 18,829 人）への言
語・聴覚検査で，構音障害 1.9％，発声障害 3.0％，
吃音1.6％を発見した．近年の豪州での調査では，小
学生 10,425 人（男 5,106 人，女 5,319 人）に，吃音
34人（0.33％），発声障害13人（0.12％），語音障害
111 人（1.06％）がみられた 9）．

２．発声発語障害
１）発声障害
　喉頭の病変により，発声障害をきたすことがある．
乳幼児期には先天性の奇形（喉頭軟弱症，横隔膜症，
気道狭窄）による気管切開，学童期には声の乱用に
伴う声帯結節（学童嗄声），青年・成人期には変声障
害，学校教師などの声を使う職業人での声帯結節，
ポリープ，胸部外科術後の反回神経損傷，老年期に
は声帯萎縮や声帯溝症など，声質や声の高さの異常
がある．他にも，喉頭ジストニアに起因する痙攣性
発声障害，頸部喉頭の過緊張発声，機能性（心因性）
の失声症もある．
　米国のアイオワ州とユタ州の成人への無作為電話
調査では，1,326 人の対象のうち，発声障害を確認
できたのは 6.6％（既往を含めると 29.9％）であっ
た 10）．米国で音声障害を有していない 40 歳以上の
成人100人（平均61歳）を対象に喉頭病変の既往を
調べた結果，嗄声8％，発声障害6％，声の疲労3％
であった 11）．なかでも弓状声帯が多くみられ，胃食
道逆流症の訴えも伴うことから，音声障害の原因が
喉頭以外にもあることが示された．英国の 8歳児の

表2．ライフ・ステージ（年代）別のコミュニケーション障害とその理解・表出面
年代 障害 理解面 表出面
新生児 聴覚障害

飲酒薬物中毒
脳損傷

音への反応の無さ・乏しさ
限定的な他者への反応
非典型的な姿勢や身体運動

声立ての遅れ

幼児期前半 自閉症スペクトラム障害
精神発達遅滞
事故による頭部外傷

限定された言語理解 始語の遅れ
限られた発話

幼児期後半 言語発達の遅れ
非流暢発話（吃音）
中耳炎に伴う難聴

園児や他者との交流困難 乏しい語彙・短い発話
非流暢性の増加
音韻・文法の獲得遅れ

学童期 言語学習の問題
多動・注意欠陥障害
事故による頭部外傷

集中・従命困難
言語（音声文字）理解困難

談話・語用スキル未熟

成人若年 事故による頭部外傷
（高次脳機能障害）
脳腫瘍
機能性発声障害

言語理解困難
混乱・認知機能低下
記憶・思考困難

語用スキルの喪失
発声発語障害や発語失行に伴う発話不
明瞭
発声困難

成人中年 聴覚機能低下
悪性腫瘍
神経疾患（発症）
脳卒中

騒音下での言語理解困難
失語症での言語（音声と文字）理解
困難」
認知症に伴う言語理解困難

うつに伴う表出の問題
発声発語障害や発語失行に伴う発話不
明瞭
失語に伴う言語表出困難

成人老年 難聴（老人性）
喉頭がん
神経疾患（進行）
認知症（発症進行）

音声言語の理解困難
疎外感・うつ

発声困難
声質不良や小声
語想起困難
不適切な発話，保続

文献 4）第 2章の表 2.2 を一部改変
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調査では，7,389人の対象のうち，専門家の診断によ
る音声障害は 6％，両親の報告によるものは 11％で
あった12）．米国アトランタの高齢者住宅に居住する
65歳以上の高齢者（169 人中 120 人）では，声に関
する質問紙V-RQOLの「声に困難があるか？」の項
目に 20％が YES の回答をした．日本での学校教員
への調査では，高知県の小・中学校教員 468 人のう
ち「声のかすれ」がしばしば・時々あると回答した
のが 54％であった 13）．反回神経の損傷については，
廣瀬が文献から集計を行った結果では，肺などの悪
性腫瘍によるものが 4,500 人中 785 人（17.4％）と
多く，術後の声帯麻痺は欧州各国の報告をもとに6.0
～ 9.9％と記している 14）．
２）構音障害

　構音障害は，解剖学的異常（奇形・変形・欠損）
による器質性，神経系の機能低下（神経筋疾患，脳
卒中や頭部外傷，脳性麻痺）による運動障害性（dys-
arthria），発達の遅れ，構音運動の誤学習によると考
えられる機能性に分類できる．小児では，口唇口蓋
裂，脳性麻痺，音韻障害を含めた語音障害が多い．
成人では，dysarthria（脳性麻痺を含む），一部の構
音障害（例えば，側音化構音）の残存などがある．
　米国のNational Health Interview Survey 5）では，
3～ 17歳の子ども（非成人）で示された話し言葉の
問題には，語音障害とdysarthria が含まれていると
考えられる．豪州では，0～14歳の子供12,388人に
面接調査で構音障害と吃音を判定したところ，有病
率は1.7％（n = 209）であった 15）．発達・知能の遅
れ（有病率 25％）を除くと，有病率は 1.3％（n = 
155）であった．前出の調査 9）では，語音障害が小
学生で 1.06％と報告されている．日本では，診療統
計を除き，小児・成人の構音障害の疫学調査はみあ
たらない．
３）吃音
　吃音は，2～7歳で発症し，半数以上は自然消失す
るとされている．一生涯で個人が吃音を発症する割
合（発症率）は，大学生以上で5％程度との調査結果
が多い．特定の時点で吃音がある割合（有病率）は，
幼児期から学童前期に高く，学童では0.3～ 2.1％と
報告されている 16, 17）．
　先行研究に示される疫学データをみると，調査の
対象と方法によって結果にかなりの違いがみられ
る．例えば，日本の調査では，発達検査後に追跡で
きた青少年期（12～22歳）の男女403人では，吃音
ありとの回答が12人（3％）であった 18）．米国での
発達障害の面接調査（3～ 17 歳）では，過去 12 ヵ
月に吃音を呈した子どもが，全対象のうち 1.6％と
の回答であった 19）．豪州メルボルンでは，早期言語

の調査（生後 8ヵ月からの追跡）に合わせて，吃音
の調査が行われた 20）．3 歳までに 1,619 人中 158 人
（9.8％）の両親から連絡があり，面接と遊び場面の
発話（行動）分析によって，137 人（8.5％）の子ど
も（男児 84 人，女児 53 人）に吃音があると判定さ
れた．
３．神経発達症候群に伴う先天性の言語・発声発
語障害
１）精神発達遅滞
　精神発達遅滞（MR）は知能水準により重度MR
と軽度MRに分けられる．重度例は，言語獲得が難
しく，運動障害もあるために発語困難が顕著である．
一方，軽度例は，言語でのコミュニケーションは可
能だが，短い発話や語彙の乏しさがみられ，語音障
害をきたすことが多い．
　調査の総括より，言語障害の有病率は，施設入所
のMR者で 57 ～ 72％，家族支援の教室（養護）の
MR児で 72 ～ 82％，特別学級に在籍するMR児で
8～26％あった 21）．精神発達遅滞の原因の1つとし
て知られるダウン症候群では，構音障害が一部にみ
られ，吃音は 10 ～ 45％にみられるといわれている
22）．一方，発声障害について一貫した報告は，本邦
では確認できなかった．
　近年の疫学報告の総括では，学童期の児童での
MRの有病率は平均 0.38％であった 23）．MRの重症
度にかかわらず，ほとんどのMR児で言語の遅れが
あり，一部には構音障害あるいは語音障害があり，
その障害は成人でも持続する．
２）脳性麻痺
　脳性麻痺（CP）は，胎生・周生期の不可逆性の脳
損傷による運動障害で，知的な遅れに伴う言語の遅
れや発声発語障害をきたすことが多い．世界の疫学
調査の総括では，生存出産1,000人中1.5～ 2.5人で，
20 世紀最後の 10 年間で増加が示された 24）．米国ア
トランタの1975～1991年の1年生存児の調査では，
1,000人中1.7～ 2.0人のCP児が確認され，1,500g未
満の低体重児に高率であった25）．欧州諸国での合同
調査では，1,000 人中 1.5 ～ 3.0 人とばらつきがあり
26），CPの定義・認定基準によるものと考えられた．
日本では，滋賀県で 6歳児を対象とした調査（3期
間：1997 ～ 1981 年，1977 ～ 1981 年，1982 ～ 1986
年）があり，CPは 1,000人中 1.34人であった．1977
～ 1981 年と比べて 1982 ～ 1986 年に減少したもの
の，1987 ～ 1991 年には再び増加しており，出産時
後のケアの向上と超低体重児の救命生存によるもの
と考えられた 27）．
３）自閉症スペクトラム障害
　自閉症（autism）は，非言語性のコミュニケー
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ション行動の欠落，特定の物や行動への強いこだわ
り，過敏あるいは鈍感，常同的・反復的な発話といっ
た特徴を持ち，一般的には言語の遅れ，高機能自閉
症であっても社会的コミュニケーション障害をきた
す．
　自閉スペクトラム障害（ASD）の調査報告 42 件
の総括（日本の報告も 6件含む）によると，典型的
な自閉症は10,000人あたり7.1人，ASDが20.0人と
示された 28）．英国の調査では，8～ 9歳の 56,946 人
の選別検査によって，10,000 人あたり小児自閉症が
38.9 人，その他のASDが 77.2 人，狭義の自閉症が
24.8人と推定された 29）．米国の調査（3～17歳，計
78,037 人）では，両親の報告によるASDは 673,000
人であり，10,000人あたり110人の児童がASDであ
ると推定された30）．米国の14地点での2008年ASD
調査によると，8歳児 1,000 人あたり 11.3 人（88 人
に 1人の割合）であり，前々回 2002 年 6.4 人，前回
2006年 9.0 人に比べて増加傾向であった 31）．英国の
学童の小児自閉症スペクトラム障害の調査では，協
力を得た特殊教育96校のクラスに在籍する学童（5
～ 9 歳）8,824 人中 83 人（10,000 人あたり 94 人），
診断検査CASTを実施して検出が10,000人あたり99
人，家族への質問紙 3,373 人のうち 41 人（内 37 人
が普通学級）であった．報告のあった割合より，未
知の自閉症スペクトラム障害児を加えると，10,000
人中 157 人と推定された 32）．韓国の調査では，7～
12 歳の 55,266 人を対象として，質問紙ASSQ での
回答が陽性であったもののうち，診断検査ADOSに
て同定されたASDは普通学級 23,234 人中 104 人と
特殊学級103人中97人であり，多くの普通学級の児
童で診断・治療がされていなかったことが判明した
33）．
４．失語症と高次脳機能障害
　米国で脳卒中に伴い失語症を発症するのは，NIH
によると年間 80,000 人，米国全体での有病率は約
1,000,000 人と推定されている 5）．スイスのカントン
バーゼル市の住民188,015人を対象とした2002年～
2003 年の前向き調査では，初発虚血性脳卒中者 269
人のうち，80人（30％）が失語症を有していた．こ
れは，カントンバーゼル市の人口 1,000,000 人あた
り43人であり，欧州の一般的な人口構成（人口ピラ
ミッド）に換算すると人口 1,000,000 人あたり 21 人
と推定された 34）．また，米国サウスカロライナ州の
2004 年の医療費請求から，ICD-9 のコードで失語症
者数を算出したところ，虚血性脳卒中の患者3,200人
のうち 398 人（12％以上）が失語症と報告した 35）．
すでに報告された失語症の有病率のデータをもと
に，先進国での脳卒中の生存率が増加していること

を踏まえて再計算しところ，先進国での失語症の発
症率は0.02～ 0.06％，有病率は0.1～ 0.4％と推定さ
れた 36）．
　高次脳機能障害は，失語，認知症等の脳機能の低下
の総称で，頭部外傷や脳疾患によって起こる．言語
障害は，失語症だけでなく，認知症に伴う言語低下
もあり，dysarthria を合併することもある．高次脳
機能障害について全国実態調査報告が，日本で2006
年と 2011年に行われた 37, 38）．2006年には，1,106施
設 35,891 人のデータを回収し，高次脳機能障害の
内訳は以下の通りであった：失語症 90.8％，記憶障
害 76.8％，遂行機能障害 67.0％，行動と情緒の障害
64.0％，認知症 92.3％．また，2011 年には 1,232 施
設 32,251 人分のデータを回収，高次脳機能障害の
内訳は以下の通りであった：失語症 88.6％，記憶障
害 74.3％，遂行機能障害 63.8％，行動と情緒の障害
59.8％，認知症94.6％．小児については，A市の小学
校のデータより，神奈川県で3,491人，全国で49,920
人と，高次脳機能障害を持つ児童が相当数いると推
計された 39）．
５．聴覚障害
　聴覚障害は，聴力低下（難聴）だけでなく，言語
の遅れや発声・構音障害をきたすことがある．難聴
の疫学は，成人・高齢者と小児，聴力レベルによる
重症度で，結果が異なる．
１）聴覚障害の程度別にみた有病率
　軽度難聴を含む有病率（良聴耳の平均聴力レベル
が25dB以上，難聴を自覚）は，Ries（1985）が 8％
（US，25 ～ 74 歳，n=6,805）40），Davis（1989）が
16.1％（UK，17 ～ 80 歳，n=2,708）41），Borchgre-
vink ら（2005）が 18.8％（Norway，20 ～ 101 歳，
n=50,723）42），Agrawalら（2008）が15.7％（US，20
～69歳，n=5,742）43），Linら（2011）が13％（US，
30,000,000 人，12 歳以上）と 15％（37,500,000 人，
18歳以上），片側難聴を含めると20.3％（41,800,000
人，12歳以上）44）などと報告しており，全体的にみ
ると両側性難聴の有病率は15％前後（我が国では約
19,000,000 人）と考えられる．
　29 カ国の 42 の文献に基づいた世界保健機構
（WHO）の 2012 年の報告では，世界で 360,000,000
人（全世界人口の 5.3％）に難聴 disabling hearing 
loss があり，そのうち 91％，328,000,000 人（男性
183,000,000 人，女性 145,000,000 人）が成人で 9％
（32,000,000 人）が小児，65 歳以上の高齢者の 3分
の 1近くが難聴と推定された 45‒47）．なお，disabling 
hearing loss とは，良聴耳でも聴力レベルが 40dB
（15 歳以上）あるいは 30dB（14 歳以下）を上回る
もので，補聴器を必要とする中等度以上の難聴であ
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る．残念ながら，この聴力の基準による我が国での
調査結果は見当たらないが，上記の有病率から我が
国の難聴者数は約 6,700,000 人と推定される．
　高度難聴（両側 70 dB 以上）は，わが国では身
体障害者にあたり，18 歳以上が 276,000 人，18 歳
未満が 15,800 人，合計 292,000 万人であり，総人口
127,830,000 人の 0.23％にあたる 48）．
２）年齢別にみた有病率

　聴覚障害者の割合は，人口の年齢構成によって
も異なる．米国疾患予防管理センターの National 
Health Interviewでは，3～17歳の子どもで，1,000人
に 5人の割合で，両親の報告により難聴があること
が示された49）．年齢別にみた難聴の頻度より，1999
年National Academy on an Aging Societyは聴覚障
害の 43％は 65 歳以上と指摘した 50）．内田らは日本
での横断・縦断調査により，年齢と難聴の関係を示
した 51）．横断調査では，2,194人（男性 1,118人，女
性 1,076 人）の年代別（65～ 69歳，70～ 74歳，75
～ 79 歳，80 歳以上）有病率を求め，それぞれの年
代で男性の 43.7％，51.1％，71.4％，84.3％，女性の
27.7％，41.8％，67.3％，73.3％に軽度以上の難聴を
認めた．縦断調査では，10年後を追跡できた465人
（男 212 人，女 253 人）で，高齢者ほど難聴の発症
率が高くなった（60～ 64歳→ 70～ 74歳で 32.5％，
70～74歳→80～84歳で62.5％）52）．Cruickshanks 
らは 5年後の発症率を，48 ～ 59 歳で 11.6％，60 ～
69 歳で 23.1％，70 ～ 79 歳で 48.0％，80 ～ 92 歳で
95.5％と報告している 53）．
　軽度を含む難聴の年代別の有病率は，上記を含
めて，0～ 18 歳で 12 ～ 15％，18 ～ 44 歳で 6.7％，
45 ～ 64 歳で 18.9％，8.6％，65 ～ 74 歳で 25.0％，
41.5％，75 歳以上で 45.1％，73.5％と報告されてい
る 49, 51, 52）．中等度以上の難聴の有病率は，0～ 18歳
で1.6％ 54），18～ 44歳で0.6％，45～ 64歳で3.9％，
65 ～ 74 歳で 19.5％，75 歳以上で 49.1％，成人全体
では 9.0％と報告されている 42）．0 ～ 18 歳で他の年
齢層に比べて難聴の有病率が軽度以上で高く中等度
以上で低くなっているのは，この年代では軽度の滲
出性中耳炎の罹患が多いためと考えられる．また，
成人の年代別の有病率をわが国の人口構成に当ては
めて計算すると，高齢者の割合が高いことを反映し
て，全成人の有病率は 10％に達する．

Ⅳ　日本の疾患・疫学調査に基づく 
障害児者数の推定

１．音声言語障害をきたす疾患の有病率
１）脳卒中

　2011 年の脳卒中の総患者数は 1,235,000 人（男性

616,000人，女性620,000人），うち入院患者は172,200
人であり，特に高齢での発病率が高い 55）．脳卒中に
よる死亡率は減少傾向にあるが，上下肢の麻痺だけ
でなく，失語症，dysarthria，高次脳機能障害といっ
た障害を持ちながらも 10 年以上を生活している人
たちもいる．
２）脳腫瘍
　日本での脳腫瘍（原発性）の 2001 ～ 2004 年の
総患者者数は 13,431 人で，年間 4,000 ～ 5,000 人が
Brain Tumor Registryに登録されている56）．米国で
は2007～2011年100,000人あたり21.4人，英国では
2008年 100,000人あたり24.3人，フランスでは2001
～2002年100,000人あたり15.5人，韓国では2010年
100,000人あたり20.3人と，おおむね100,000人あた
り 20 人であった．脳腫瘍は，失語症，dysarthria，
高次脳機能障害の後遺症をきたすことがある．
３）癌（悪性腫瘍・新生物）
　2010 年の癌罹患者数（全国推計）は，口腔・咽
頭 15,560 人（男性 10,771，女性 789），喉頭 4,970 人
（男性4,604，女性366）であった 57）．100,000人あた
りでは，口腔・咽頭癌が男 17.3 人・女 7.3 人，喉頭
癌が男7.4人・女0.6人であった．口腔咽頭がんでは
構音障害，喉頭がんでは発声障害をきたすことが多
い．
４）口腔顔面の奇形
　先天性の奇形で最も多いのが，口唇裂・口蓋裂で
ある．日本では出生 500 人あたり 1人といわれてい
る．1981 ～ 1982 年の調査では，全出産数 384,230
人中 701 人に口唇口蓋裂を認め，発症率は 0.18％で
あった 58）．手術や訓練・指導で学童期後半には，形
成術と機能回復がなされるが，幼児期には構音障害
をきたす．
５）神経難病
　神経難病は，特定疾患医療受給交付件数より，そ
の患者数を知ることができる：平成 24 年の集計で
は，多発性硬化症（MS）が 17,073 人，重症筋無力
症（MG）が19,670人，筋萎縮性側索硬化症（ALS）
が 9,690 人，脊髄小脳変性症（SCD）が 25,447 人，
パーキンソン病（PD）関連が 120,406 人，舞踏病
（HD）が 851 人，多系統萎縮症（MSA）が 11,733
人であった 59）．
　MSは，日本（2004 年）では 100,000 人あたり 7.7
人，WHOの報告では世界で 100,000 人あたり 33 人
である 60）．MGは，日本では 100,000 人あたり 11.8
人で，年齢の中央値が 57 歳である 61）．MSA は，
100,000 人あたり 10 人前後（好発年齢 50 歳代後半）
である 62）．神経難病では，進行するとdysarthriaが
半数以上にみられる．
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６）認知症
　65歳以上の高齢者の 4～ 6％が認知症であると言
われている 63）．認知症では，進行すると言語機能低
下が起こり，無言状態になることもある．
７）頭部外傷
　交通事故や転落に伴う頭部外傷は，100,000人あた
り 230 人といわれている 64）．好発年齢は，15 ～ 24
歳で，高次脳機能障害を有したまま長く生活をして
いく人達が少なくない．
２．難聴をきたす疾患・状態別に推定した難聴の
有病率
１）加齢による難聴
　先のⅢ５－２）で述べたように，高齢者では難聴
の有病率は上昇する．2013 年のわが国の人口構成
をもとに，Schillerら 49）や内田ら51）の年齢別の有病
率をもとに，45歳以上の難聴の全人口に対する有病
率を求めると 15％前後となる．これから 18 歳から
44 歳の有病率 6.7％を耳疾患や騒音暴露の既往など
加齢以外の原因の寄与として除外すると，この率は
10％をやや下回る値となる．今後，高齢化が進むと
有病率はさらに上昇することが予想される．
２）騒音性難聴（職業性難聴）

　NIHの推計では，米国で騒音による高音域の難聴
が，20 ～ 69 歳で 15％（26,000,000 人）もいると記
されている 5）．わが国では，労働安全衛生法等によ
る職場の騒音環境の改善により，騒音性難聴は減少
傾向にあると思われるが，有病率についての詳しい
調査データが少ない．耳鼻咽喉科で聴力検査を受け
難聴が認められた患者6,149人中689人（11.2％）が
騒音性難聴を合併していると診断されている69）．難
聴の有病率を15％と見積もっても，総人口に対する
騒音性難聴の有病率は，1.7％と米国と比べ明らかに
低い．
　労災や職場検診の実績から見積もると，有病率は
さらに低くなる．わが国における騒音による労災の
認定数（6分法平均聴力30dB以上）は年間約500名
（1980年代）である 66）．騒音性難聴の平均発症が40
歳として，この時点から平均寿命 80 歳まで 40 年間
難聴であり続けるので，ある時点における労災によ
る有病数はこれを 40 倍して 20,000 人，したがって
全人口に対する有病率は約 0.02％となる．
　また，2014年度における騒音職場の特殊健康診断
での有所見者数は39,000人（28.6 万人中）であった
66）．検診のある期間 40 年（20 ～ 60 歳）に対して，
退職後 20 年は健診はないがその期間も有所見者は
いるので，有所見者数は1.5倍の58,500人，したがっ
て全人口に対する有病率は 約 0.05％となる．
　騒音性難聴は，耳鼻咽喉科の臨床では，加齢によ

る難聴に次いで多くみられる難聴であるが，それに
比べて，これらの値は明らかに低い．この理由とし
ては，過去に騒音性難聴の発生が多く，その時に騒
音性難聴になった患者が現在受診している，中小企
業などで，検診や労災の認定が行われていない職場
が多いなどが考えられる．
３）突発性難聴
　多くの場合難聴は高度であるが一側性で発症し，
2/3 で難聴が残る．わが国では年間 24,000 人が発症
する67）．これを1,000,000人あたりに換算すると1年
に192.4人の発症となる．したがって，突発性難聴に
よる難聴の有病率は，1,000,000 人あたり 192.4 人×
2/3×30 年（平均発症年齢 50 歳から平均寿命 80 歳
まで）≒4,000 人，すなわち約 0.4％と推定される．
４）メニエール病
　メニエール病の難聴は多くは一側性で，難聴によ
る能力障害は軽度であり，難聴の程度も初期には軽
く変動するのが特徴である．渡辺らは，本疾患の罹
患率を100,000人あたり約5人，有病率を100,000人
あたり約 40 人（0.04％）と報告している 68）．この
数字は突発性難聴の10分の1であるが，耳鼻咽喉科
を受診する患者数は突発性難聴の約 2/3 とする報告
もあり 69），これより高率である（または突発性難聴
がより低率の）可能性も示唆される．
５）機能性難聴
　心因性難聴と詐聴があり，小児では心因性難聴，
成人では詐聴が多い．数の上で多い心因性難聴につ
いて考える．両側性難聴を訴える場合が多い．発症
率は海外では 0.025％ 70），国内では 0.05％ 71）とする
報告がある．半年以内に回復するものがほとんどな
ので，ある時点での有病率は発症率の 2分の 1以下
となる．
６）聴神経腫瘍
　多くは一側性で聴力の回復は通常期待できない．
発症率は年間1,000,000人に9.4人との報告がある72）．
難聴の有病率はこの数字に 30 年（平均発症年齢 50
歳から平均寿命 80 歳まで）を掛けて，1,000,000 人
あたり約 300 人（0.03％）と推定した．
７）特発性両側性感音難聴
　わが国全体で年間 700 名（1,000,000 人あたり 5.6
人）発症するとされている 67）．難聴の有病率は，こ
れに40年（平均発症年齢40歳から平均寿命80歳ま
で）を掛けて，1,000,000人あたり約200人（0.02％）
と推定した．
８）ムンプス難聴
　5～ 9 歳で罹患し一側性が多く難聴は不可逆性で
ある．わが国全体で年間400人（1,000,000人あたり
3.2 人）発症するとされているので 67），難聴の有病
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率は，これに 70 年（平均発症年齢 10 歳から平均寿
命80歳まで）を掛けて，1,000,000人あたり約200人
（0.02％）と推定した．
９）GJB2 遺伝子変異による難聴

　先天性高度難聴の10人に1人がこれにあたる．劣
性遺伝で，日本人の保因者の確率は約2％（Ohtsuka
ら，2003）とされているので73），有病率は0.02×0.02
×1/4＝1/10000（0.01％，12,000人）と推定される．
10）滲出性中耳炎
　3，4 歳～小学校低学年（7，8 歳）に多く，その
後大半は治癒する．6～ 8 歳での有病率は 6％前後
（3～9％）とされている74）．この年代の人口は全人
口の約 5％に相当するので，全人口に対する有病率
は（0.05 を掛けて）約 0.3％と考えられる．
11）慢性中耳炎

　発症率は年間10,000人に2人とされている75）．手
術等による聴力の改善は半数として，2人×40年（平
均発症年齢 40 歳から平均寿命 80 歳まで）×1/2 よ
り，難聴の有病率は約 0.4％と推定される．
12）鼓膜外傷

　大学病院で年間平均 20 人との報告がある 76）．全
国 4,000 の耳鼻咽喉科診療所で 1診療所当たり年間
平均10人の鼓膜外傷例が受診すると，全国の年間の
鼓膜外傷例は40,000人，すなわち人口1,000,000人あ

たり約 320 人となる．その全例が 1カ月で治癒する
と，ある時点での難聴の有病率は，人口1,000,000人
あたり 320 人×1/12 で約 30 人（0.003％）となる．
13）耳硬化症
　両側性で，有病率に明らかな人種差がある．白人
では有病率は100人に1人（1％）と高く女性に多い
のに対して，日本人では，耳疾患患者の0.25％（全人
口の約0.02％），性差は不明確と報告されている 77）．
14）先天性外耳道閉鎖
　一側または両側性で，男が女より罹患率が高い．
有病率（発症率）は，20,000人に 1～ 5人（0.005～
0.025％）と報告されている 78）．
３．日本の年代別人口や疾患の統計からの推定障
害児者数（表3）
　2014 年 10 月時点での日本人の人口は 127,083,000
人であった．年代別には，65歳以上の高齢者が増加
傾向で，出生数は過去10年間（2005～ 2014年）で
やや減少傾向，100,000 人台で推移していた 79）．
　こどもの数は，乳幼児 0～ 2歳 3,103,000 人・3～
5歳 3,155,000 人，小学生 6～ 8歳 3,204,000 人・9～
11 歳 3,278,000 人，中学生 12 ～ 14 歳 3,494,000 人で
ある 80）．
１）小児の言語障害（先天性）
　言語発達の遅れや異常は，知的障害（ダウン症を

表3．日本での音声言語・聴覚障害児者数（推定）
障害名 疫学データ 推定患者数
小児の言語障害 精神発達遅滞の有病率0.38％：476,000人（含：ダウン症の有病率：0.1％）

自閉症スペクトラム障害の有病率 0.3％：376,000 人
脳性麻痺の有病率 0.2％：251,000 人

1,103,000 人

成人の言語障害 先進国の有病率 0.1 ～ 0.4％：106,000 人（18 歳以上の 0.1％） 106,000 人
音声障害 成人・小児の有病率 6％：7,526,000 人 7,526,000 人
小児の構音障害 語音障害（3～ 5歳）の有病率 5％：156,000 人

語音障害（6～ 17 歳）の有病率 1％：134,000 人
唇裂・口蓋裂の有病率 0.25％：0歳～ 5歳 15,000 人
脳性麻痺の有病率 0.2％：251,000 人

556,000 人

成人の構音障害 口腔咽頭癌罹患者：16,000 人
脳卒中や頭部外傷に伴う dysarthria（脳卒中患者の 10％）：124,000 人
神経難病に伴う dysarthria（神経難病の 50％）：102,000 人
脳性麻痺：51,000 人

293,000 人

吃音 3～ 5歳の有病率 1.5％：47,000 人
6 ～ 17 歳の有病率 1％：134,000 人
18 歳～ 100 歳の有病率 0.5％：529,000 人

710,000 人

小児の難聴 軽度難聴を含めた有病率 12 ～ 15％：2,700,000 人
（中等度以上の難聴の有病率 1.6％，高度難聴は 0.08％）

2,700,000 人
（内：中等度以上の難聴は
320,000 人）

成人の難聴 軽度難聴を含めた有病率 15％：16,000,000 人
（中等度以上の難聴の有病率 10％）
（45歳までは軽度難聴を含めると有病率6.7％，以降加齢とともに有病率
は上昇する．高度難聴は 0.26％）

16,000,000 人
（内：中等度以上の難聴は
10,000,000 人）



健康医療学部紀要　第 1巻2016 年 3 月 31 日 9

含む）は幼児の0.38％で476,000人，自閉症スペクト
ラム障害は同0.3％で376,000人，脳性麻痺は同0.2％
で 251,000 人と推定できる．
２）成人・高齢者の言語障害（中途障害）

　失語症は，脳卒中，頭部外傷，脳腫瘍の一部で起
こり，先進国の有病率の最小で見積もると，18歳以
上の 0.1％で 106,000 人と推定される．
３）音声障害

　喉頭病変以外にも声の訴えを音声障害と捉える
と，小児・成人の 6％で 7,526,000 人と推定できる．
４）小児の構音障害

　機能性と言語（音韻）性の構音障害を合わせた語
音障害は，幼児の 5％，学童・青年期の 1％とする
と 290,000 人と推定できる．器質・運動性の構音障
害の主な原因となる口唇口蓋裂（出産400人に1人）
は 0～ 5 歳で 15,000 人，脳性麻痺は 251,000 人と推
定できる．
５）成人の構音（発声発語）障害

　器質性の構音障害は，口腔咽頭癌によるものが
16,000 人と推定できる．神経系の機能低下に伴う発
声発語障害 dysarthria は，脳卒中や頭部外傷の亜
急性期・回復期と慢性期の 1 割として見積もると
124,000人，神経疾患は難病の経過中の出現を考慮し
て 50％で見積もると 102,000 人，脳性麻痺が出生数
と平均余命，出現を20％と見積もり51,000人と推定
できる．
６）吃音

　吃音が幼児で始まり，幼児で1.5％，学童・青年期
で 1％，成人で 0.5％とすると，710,000 人と推定で
きる．
７）小児の聴覚障害

　小児で軽度の難聴が多い傾向があるが，軽度を含
めると13.5％で約2,700,000人と推定できる．日常会
話の聞き取りに明確な支障をきたし，補聴器が必要
となる中等度以上の難聴は1.6％で約320,000人と推
定される．
８）成人の聴覚障害

　成人，特に高齢者で難聴は多く，軽度以上の難聴
は約 16,000,000 人と推定できる．中等度以上の難聴
は 10％で約 10,000,000 人と推定される．

Ⅴ　考　　　察

１．臨床領域と臨床スキル向上の必要性
　言語聴覚士（ST）は，音声言語・聴覚を診る専
門職ではあるが，昨今は嚥下障害への関わりも求め
られる．嚥下障害は，看護師や歯科衛生士，理学療
法士，作業療法士なども関わることができるが，他
の専門職が関わることが難しい音声言語障害や聴覚

障害のリハビリテーションでは，十分な臨床経験と
スキルを身につける必要がある．
　本研究によって，音声言語・聴覚障害を有する障
害児者数が約 29,000,000 人いることが明らかとなっ
た．ただし，音声障害と聴覚障害には，“軽度”も多
く含まれ，患者として来院する人たちは，その中の
一部と考えられる．それでも，小児の言語障害と語
音障害，吃音，小児と成人の聴覚障害は，かなりの
患者数が存在するので，重点的に評価と訓練にあた
るべき領域ではないだろうか．
　言語・発声発語・聴覚と幅広い臨床領域にまたが
るために，臨床スキルを身に付けるためには，卒前
の臨床実習と現場での on-the-job トレーニングだけ
では，経験できる症例が限定され，かつ多様な状態
を評価して訓練・指導を担うのは難しい．卒後の研
修と重点的に診ている施設と指導者による実習を今
後行うべきであると考える．
２．臨床家の需要供給
　現在，言語聴覚士の有資格者数は25,549人（2015
年 3 月末時点）である 81）．脳卒中の急性期や回復
期のリハビリテーション分野では，都心部を中心に
充足しつつあるが，生活期のリハビリテーションや
へき地医療では先々も需要がある．音声障害や構音
障害を専門的に診る病院は限られているのが現状で
ある．数多くの小児の言語障害や構音障害を診るに
は，医療・福祉機関と言語聴覚士が明らかに不足し
ている．例えば，京都府では小児を専門に診る施設
（相談室を含む）は京都市内で9か所，京都府全体で
も 14 か所にすぎず，平均 2～ 3 ヵ月の待機という
状態である 82）．特に，京都府の北部地域では小児の
言語障害や構音障害を診る医療・福祉機関がないた
め，京都市内まで通院する必要がある．
　このことから，言語聴覚士が提供できる訓練と指
導の頻度は少なく，適切な対応ができているとはい
いがたい．中長期的にも，小児への手厚いサービス
の提供，さらには青年期から成人の音声障害や吃音
に対する専門的な関わりが多くなることが期待され
る．
　養成した言語聴覚士の受け皿は，主に医療機関で
ある．今後も継続する高齢者の増加は，医療機関で
のリハビリテーションを担う人材配備を進ませるこ
とが予想される．へき地でのリハビリテーション部
門や小児を診る病院や施設での言語聴覚士へのニー
ズは高まるであろう．
３．限界と課題
　聴覚障害と比べて音声言語障害の疫学調査は，限
られている．音声言語・聴覚障害は，自覚的な側面
もあり，疫学データで示されるのは氷山の一角かも
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しれない．今回の文献リビューは，体系的なもので
はなく，世界と日本の調査・研究報告を網羅できて
いない．推定した障害児者数は，年代別の人口，発
症年齢と生存，疾患・状態から障害の起こる割合，
障害の有病率から，大まかに算出したもので，今後
十分な検討が必要である．
　本研究では，コミュニケーション障害を狭義で捉
えて，読み書き障害や認知症，社会的コミュニケー
ションの困難は含まれていない．例えば，自閉症ス
ペクトラム障害では，学業や就業，生活の中でのや
りとりに困難がある．読み障害は，読書力検査での
成績低下から判定され，学童以降での言語障害の一
部とみなすこともできる．これらを含めると，医療
だけでなく福祉・教育現場での評価とトレーニング
の需要はかなり大きいと考えられる．
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